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1982－83 5－9 5－9 8－12




































































1979198019811982198319841985 1986 1987 19881989
1980－81 3．75
198r－82 3 4．25
1982－83 3．25 3．25 3．5
1983－84 1．5 2 2．25 2．75
1984－85 2 2．5 2．25
1985－86 2 2 2
1986－87 2 2 1．75
1987－88 1．75 1．75 1．75 1
1988－89 1．75 1．75 1．5 1 一〇．75
1989－90 1．5 1 0 2．75
1990－91 1 0 1．75
1991－92 0 1
1992－93 0．5
実績値 4．9 5．4 3．4 3．1 3．2 3．1 1．6 0．9 0．75 3
表4．PSBR（£billion）




1982－83 3．5 6．5 9．5
1983－84 2．5 4 8．5 8
1984－85 6．5 8 7
1985－86 7 7 7
1986－87 7 7．5 7
1987－88 7 7 7 4
1988－89 7 7．5 7 4 一3
1989－90 7 5 0 一14
1990－91 5 0 一10
1991－92 0 一6
1992－93 一3
実績値 9．9 13．2 8．7 9．2 9．7 10．1 5．8 3．4 一3．5
出所　Financial　Statement　and　Budget　Report各年度
注　1）　1980年公表のPSBRは1978－79年価格による表示。
　　2）　1981年公表のPSBRは1979－80年価格による表示。
　　3）　1982年以降のPSBRは当該年の名目表示。
　　4）　1989年からはPSBRはPSDR（Public　SectQr　Debt　Repayment）と表示。
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　表3はPSBRの対GDP比のターゲットを示したものである。表4はPSBRを金額
表示したものである。表3でPSBRのターゲットに対してオーバーシュートになったの
は、1980、83、84年であることがわかる。しかし、80年は別として83、84年のオーバー
シュートはそれほど大きなものとはいえない。いいかえれば、PSBRの対GDP比のタ
ーゲットは、概ね計画に近い形でシューティングされたといってよい。
　表2に示されるようなターゲットと実績値の大幅な乖離は、コントロールすべきマネタ
リー・アグリゲートの指標として£M3が適切なものかどうか、さらにはマネー・サプライ
それ自体をコントロールしうるのがどうかという疑問を生ぜしめた。さらに、表2と表3
を比べることにより、マネー・サプライとPSBR、いいかえれば財政赤字との関係は、
当初MTFSで予想されたほど簡単なものでないことが明らかとなった。
　MTFSが意図した成果が生じなかった背後には、次のような事情があったと考えられ
る。サッチャー政府は市場メカニズムの作用に多大な信頼をおき、その妨げとなると思わ
れる各種の規制を次々と緩和した。金融市場もその例外ではなかったのである。金融市場
での規制緩和は、次々と新しい金融商品を生ぜしめた。そればかりでなく、たとえば急速
に成長しつつあったモーゲージ市場に銀行が参入するなどの、金融構造それ自体が変化し
た。こうしたことにより、M3すなわち広義の貨幣のコントロールが困難になってしまった
のである。インフレーションの抑制は実質GDPの成長を伴なわない貨幣GDPの成長率
を引き下げることとして把握できるが、うえに述べたような金融市場における変化は広義
の貨幣と貨幣GDPとの関係を複雑にしたといえる。
　80年代のMTFSを回顧する形で、保守党政府自身が次のように述べている。
　「マネタリ；’　’コント・一ルの可能嫉段であると・かつては考えられていた直接の量
的規制は非効率的で歪みを生じ、したがちて望ましくないばかりでなく、今日の錯綜した
金融市場では無効であることをイギリスや他の国ぐにの経験が示してきている。10年前で
さえ、市場はこのようなコントロールを出し抜く方法を素早く学んでいた。今日ではその
熟練度はいっそう大きなものとなっている、13）」
サッチャー政権は、バ．ツケリズムと呼ばれるマクロ経済政策の大枠に関する保守、労働
両党の合意を放棄した。それに代わる政策的な枠組みとしてMTFSを提示した。60年代
の終り頃、より明白には70年代の初頭から「イギリス病」といわれる経済的な諸困難が
顕在化した。サッチャー政権は、その原因をバツケリズムの結果としての「大きな政府」
に求めたのである。
　したがって、経済的諸困難の克服のためには「小さな政府」でなければならないし、そ
のためには財政支出の増大とそれを支えるPSBRの増大を抑制すべきものと考えられ
た。そして、インフレ抑制を政策目標の最も重要なものとし、従来掲げられていた完全雇
］3’HMSO，”Fi・a・・i・1　St・t・・ent・nd　B・dg・t　R・p・rt　1989－90・，　par・．2．14，　P．　l　l
一108一
明治大学社会科学研究所紀要
用の実現、国際収支の均衡、経済成長という目標はインプレが克服されれば、自ずと達成
できるとされ、マネー・サプライをコントロールすることが主張された。マネー・サプラ
イの増大の主要な原因はPSBRの増大にあるのであるから、これを縮滅すべきものと考
えられだのである。
　しかしながら、このような推論が必ずしも現実妥当性をもつものではないことが明らか
になってきた。MTFSの実体は80年代の中頃には放棄された。後の保守党政府のもと
でもMTFSの名称は残されたが、それは以前の政策との形式的整合性を維持するための
措置であったと考えてよいであろう。
3．新しい合意
　80年代のイギリスのマクロ経済政策、いいかえればサッチャリズムについては、当然の
ことながら、二つの対照的な評価がある。一つは、アンチ・インフレ政策、慎重な財政政
策、そして市場におけるサプライ・サイドの改善を強調し続けたことにより、経済はいっ
そうたくましく、そして弾力的になった。その結果、経済成長はいまや持続的なものとな
ったというものである。もう一つの評価は、1986～88年にかなり高い成長率を実現したも
のの、改善の多くは厳しい不況の後の遅れを取り戻す時期を表わすものであり、当初の概
念とは異なる仕方で政策運営を行なった結果である。しかも、イギリス経済に内在する弱
点の多くは、いまだに残されたままであるというものである14）。
　これらの見解はそれぞれが極端なものであって、「サッチャー政掬の経済政策は、英国
経済の体質改善にある程度成功し、長期低落傾向のテンポを遅らせることはできたが、国
際競争力や供給能力が依然不十分であると考えられることなどから、その方向を変えるま
でには至らなかった」というのが、妥当な評価と思われる15）。
　人頭税導入問題、ERM（Exchange　Rate　Mechanism）加盟への消極的な態度などの理
由により、サッチャーに代わってメー一・・ジャー一一（J．Major）が首相の座を引き継いだ。
　1990～9i年予算はサッチャーにとって最後のものとなったが、ここではインフレーショ
ン克服のための金融政策の要具は貨幣の直接的な量的規制ではなく、短期利子率の水準で
あるとされている。さらに、財政政策手段の頻繁な、そして大幅な変更は供給のパーフォ
マンスにとって有害であり、潜在的に不安定な効果をもたらすとして、ファイン・チュー
14’c・　G・wiand　and・S．・Fames，　‘Macr・ec・n・mi・P・li・ゾ，　i・・U・d…tandi・g　th・UK・E，。n。m，，2・・　ed．，　by・P．　C。rw。r、　Mac。illan，1992，　P．453
参照
1986－88年の高い成長率の実現について、次のような指摘があることにも留意すべきである。「サッチャーは選挙の半年前に（当時、
選挙をいつするかは彼女だけが知っていた）、ケインズ政策の手を打った。この時期は選挙戦術的には、絶好の時期であった。とい
　フのは、ケインズ政策は、インフレーションという副作用をもっているにしても、選挙までの半年間にはまだ有害な効果をもたらさ
ないであろうからである。政府が支出政策に転じることを長い間待っていた当時のイギリスでは、大盤振舞いは、ケインズのいわゆ
るポンプ呼び水政策の役割を果たした。1987年には経済は動き出し、88年には活況を呈した。」（森嶋通夫、『サッチャー時代のイギ
　リスーその政治、経済、教育』、岩波書店、1988、174ページ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘
15，R本敏正、「英国経済の動向と今後の課題」、『郵政研究所調査月報』、No．34、郵政研究所、1991、21ページ
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ニングの放棄を明らかにした。
　メージャー政掬は形式的にはMTFSを引き継いではいたが、1991～92年MTFSには
ERMで定められた基準相場国の範囲内に為替レートを維持しなければならないという
制約がっけ加わった。この年のMTFSは、インフレーションの抑制を最優先課題としな
がら、為替レートと利子率操作との関連を次のように考えていた。「国内の状況が利子率
水準をERMの基準相場圏によって示されるそれよりも高くするとか、低くするとかいう
ように国内の状況とERMの基準操作圏との間に緊張が生じることもありえよう。しかし、
このような場合は常態というよりむしろ例外と考えられるし、相対的に短命であると考え
られる。他のERM加盟国の経験は、対外的な考慮と国内的なそれとはいっそう頻繁に、
同じ方向になることを示唆している。17）」メージャー政府は、このように考えて頬内均衡
と対外均衡のトレード・オフ関係をあまり懸念していないように思われる。
　経済の循環的変動につれて対外、対内の均衡が交互に訪れ、他方財政はそれに伴ってビ
ルトイン・スタビライザーとして機能すべきものと考えられるようになった18）。
　財政の枠組みに関しては、1992年に政府は財政支出にコントロール・トータル（当時は
ニュー・コントロール・トータルといわれた）の方式を導入した。」すなわち、政府はト
ップ・ダウン方式でコントロール・トータルを決定し、歳出の決定はこれに従うこととさ
れたのである19）。80年代から90年代にかけての保守党政府のMTFSは、傾向的には財
政政策を緊縮的な効果を狙う形で運営してきた。このことは、財政支出の水準の上昇や公
共部門の規模の拡大を抑制しようとするものであった。
　いわゆる「小さな政府」の理念が、財政支出の水準や公共部門の規模に関心をもたせる
ことになったといえよう。このことを反映一した試みの一つはPFI　（private　finance
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L））initiative）であろう。1992年11月に発足したこの制度は、それまで公共投資プロジェ
クトとして扱われてきたものに対して、民間での資金調達を利用することによりこれを行
うというものである。
　PFI導入の動機は二つあるとされている。一つは、民間部門での資金調達は公共部門
での効率へのインセンティヴを生み出し、したがって社会にとって望ましい厚生効果を生
じる。もう一つは、この制度での資金調達はPSBRには計算されないのであるから、P
FIはより高度の水準のインフラストラクチュア投資を可能にすると考えられているこ
とである2e）。
　1998～99年予算は、労働党首ブレア（T．Blair）が政権担当してはじめてのものであつ
た。この予算で従来の労働党とは少々異なる、いわゆるニュー・レイバーの政策を打ち出
1T｝ibid．，　para．2．09，　p．9
1s｝ユbid，，　para．2．15，　p，10参照
Is，この点に関しては、星野泉「イギリスの財政健全化過程一予算編成と財政再建プラン」、古川卓萬編『世界の財政再建』、敵文堂、1998・
75－101ページ参照
20JR．　C．　Bladen－Hovell，　”Fiscal　Policy　and　the　Budget’：，　in　“The　しrK　Economy”，　14th　ed．，　by　M．　J．　Artis，　Oxford　University　Press，
1996，p．203参照
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そうとしている。これは、保守党のそれまでのマクロ経済政策の成果を前提にしながら、
労働党的色彩を示そうとしている。「イギリスの新しい大望（NewAmbitions　for　Britain）」
と名付けられた1998年度予算は、（1）経済の安定を確保すること、（2）勤勉を鼓舞するこ
と、（3）起業を促進すること、（4）より公平な社会を創出することを主要な柱としていた21）。
（1）から（3）までの目標は保守党政府のそれと同じあるといってよい。そして予算編成の方
法についても、コントロール・トータル22）、PFI23）などを引き継いでいる。また、メー
ジャー政府もブレア政府もともに予算上経常支出と資本支出を区別しようとしてきてい
る。このように、保守、労働両党が同じような制度改革の方向を探り、同じような政策目
標を掲げてきている背景には、過度の財政赤字を圧縮すべきであるという共通の認識があ
るといえよう。
　メージャー政府は、1992年以降財政支出の抑制と財政赤字の縮減に努めてきた。ブレア
もまた、景気循環の一つのサイクルのもとで経常予算を均衡させ、財政赤字の対GDP比
を安定化させることを公約として掲げている。24）
　こうして、財政政策の役割に関して新しい合意が生じたということができる。
　また、財政支出の増大に歯止めをかける方法として、メージャーもブレアも社会保障費
の抑制を考えている。しかし、このことの実行は政治的にも、現実的にもかなりの困難を
伴うことも両政府は認識していた。したがって、かれらは少なくとも社会保障の虚偽の請
求を抑え込む努力をしてきた25）。ブレアは、「福祉国家の現代化」を主張しているが、こ
れは貧困のワナにいる人々に労働市場に戻ることを支援する有効な方途を提供するとい
うものである26）。従来の社会保障制度とは異なる方法を提示しているのであるが、こうし
たことも新しい合意の延長線上にあると考えてよいであろう。
　このようにみてくると、ブレア政府は保守党政府の成果のうち評価すべきものは評価し、
それを前提にしながら新しい労働党の政策を構築しつつあるように思われる。それは、バ
ツケリズムとは異なった形ではあるが、新しい合意と考えることができる。
（たかがわ　せいめい）
21） 高hSO，“New　Ambitions　for　Britain：FinanciaユStatement　and　Budget　Report　March　1998”，　p，4参照
22〕　ibld，　para　B．28－B29，　p．120参照
231
　ibid，　para　B．37－B39，　p．124参照
2“ f，Ingram，“Managing　Change：AGulde　to　British　Economic　Policジ，　Manchester　Unlversity　Press，2000，　P．141参照
25）　ibid，　P，177参照
28） gMSO，・Financial　Statement　and　Budget　Report　1997：EquipPing　Britain　for　Our　Long－term　Future，・para，　L　O1，　P，6参照
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